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在宅高齢者に対する保健・看護サービスに

必要なマンパワーの推計

保健婦・看護婦・歯科衛生士・栄養士・理学療法士・作業療法士について
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　在宅高齢者に対する保健・看護サービスに必要なマンパワーを明らかにすることを目的に，この研究を行

った。

　全国47都道府県の老人保健福祉計画書より，要援護老人割合，各事業の必要度，実施頻度，目標量などを

集計し，平均および「平均±2×標準偏差」または最大・最小値を求め，その数値を基礎として，平成11年

における老人保健・看護サービス分についての必要マンパワーの推計を行った。なお，保健現場において現

実的に参考となる推計値をだすことを目指した。

　推計結果を中位推計（低位推計―高位推計）として示すと以下の通りである。人口1万対必要マンパワー

は，保健婦1.9（0.61－5.7），看護婦2.6（0.63－14），歯科衛生士0.20（0.084－0.42），栄養士0.33（0.17－0.66），

理学療法士・作業療法士（以下，OT・PTと略す）0.25（0.01－1.3）が必要である。全国合計値は，保健婦

2.3万（0.73－6.7万），看護婦3.1万（0.75－16万），歯科衛生士2,400（1,000－5,000），栄養士3,900（2,000－

7,800），OT・PT 3,000（170－15,000）が必要である。また，人口規模毎には，例えば人口1～3万の市町村に

おいては，保健婦4.2（1.7－11），看護婦5.3（1.3－27），歯科衛生士0.4（0.2－0.8），栄養士0.5（0.3－0.9），

OT・PT 0.5（0.0－2.5）が必要である。

　マンパワーの現状と比較すると，保健婦に関しては低位推計並みであるが，その他の職種は低位推計にも

及ばない。母子保健事業など他の事業を考慮すると，人口1万以上の市町村では常勤の栄養士・歯科衛生士

を雇用すべきである。必要マンパワーの確保のためには，積極的雇用と退職対策，民間機関の育成が必要で

ある。この研究は実際に策定された老人保健福祉計画を基礎としているため，他の市町村の政策を参考にし

ようとする市町村にとって参考になると考えられる。特に老人保健・看護サービスが低水準である市町村に

おいて，この低位および中位推計値は目標設定の目安になると考えられる。
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